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二
〇
一
七
年
四
月
の
消
費
税
率
引
き
上
げ
判
断
に
向
け
て

―
有
権
者
の
責
任
や
覚
悟
が
問
わ
れ
る
二
〇
一
六
年
―

財
政
破
綻
を
避
け
る
た
め
に
残
さ
れ
た
時
間
は
十
五
年
程
度
し
か
な
く
、
異
次
元
の
金
融
緩
和
は
二
〇
一
七
年

頃
に
限
界
に
達
す
る
可
能
性
が
高
い
。
急
速
な
人
口
減
少
下
で
は
ほ
ぼ
ゼ
ロ
成
長
と
な
る
こ
と
も
予
想
さ
れ
る
が
、

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
並
み
の
事
態
が
生
じ
な
い
限
り
、
予
定
通
り
増
税
を
実
施
す
べ
き
だ
。
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戦
後
七
十
年
の
節
目
の
年
（
二
〇
一

五
年
）
が
終
わ
り
、
新
た
な
一
年
（
二
〇

一
六
年
）
が
ス
タ
ー
ト
し
た
。
二
〇
一

六
年
と
い
う
新
年
を
展
望
す
る
場
合
、

同
年
夏
の
参
院
選
も
控
え
て
い
る
中
、

日
本
経
済
が
抱
え
る
最
も
大
き
な
課
題

の
一
つ
が
、「
増
税
判
断
」
で
あ
る
。
つ

ま
り
、
現
行
八
％
の
消
費
税
率
を
、
二

〇
一
七
年
四
月
に
一
〇
％
に
引
き
上
げ

る
か
否
か
の
政
治
判
断
で
あ
る
。

で
は
、
な
ぜ
増
税
判
断
が
重
要
な
の

か
。
そ
も
そ
も
、
政
府
は
二
〇
一
五
年

六
月
末
、
新
た
な
財
政
再
建
計
画
を
盛

り
込
ん
だ
「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の

基
本
方
針
２
０
１
５
」（
い
わ
ゆ
る
骨
太

方
針
２
０
１
５
）
を
閣
議
決
定
し
て
い

る
が
、
骨
太
方
針
２
０
１
５
で
は
、
二

〇
二
〇
年
度
ま
で
に
国
と
地
方
を
合
わ

せ
た
基
礎
的
財
政
収
支
（
以
下
「
Ｐ
Ｂ
」

と
い
う
）
を
黒
字
化
す
る
従
来
の
目
標

の
ほ
か
、
二
〇
一
八
年
度
の
Ｐ
Ｂ
の
赤

字
幅
を
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
で
一
％
程
度
に
す
る

目
安
を
盛
り
込
ん
で
い
る
。

ま
た
、
内
閣
府
は
二
〇
一
五
年
七
月

の
経
済
財
政
諮
問
会
議
に
お
い
て
、「
中

長
期
の
経
済
財
政
に
関
す
る
試
算
」（
い

わ
ゆ
る
中
長
期
試
算
）
の
改
訂
版
を
公

表
し
て
い
る
。
同
試
算
に
よ
る
と
、
楽

観
的
な
高
成
長
（
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率

が
二
％
程
度
で
推
移
）
の
「
経
済
再
生

ケ
ー
ス
」
で
も
、
政
府
が
目
標
す
る
二

〇
二
〇
年
度
の
Ｐ
Ｂ
黒
字
化
は
達
成
で

き
ず
、
六
・
二
兆
円
の
赤
字
と
な
る
こ

と
が
明
ら
か
に
な
っ
て
い
る
。

し
か
も
、
こ
の
「
経
済
再
生
ケ
ー
ス
」

は
、
二
〇
一
七
年
四
月
に
消
費
税
率
を

一
〇
％
に
引
き
上
げ
て
い
る
こ
と
が
前

提
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
も
し

一
七
年
四
月
の
増
税
を
先
送
り
す
れ
ば
、

二
〇
二
〇
年
度
の
Ｐ
Ｂ
赤
字
幅
は
拡
大

し
、
Ｐ
Ｂ
黒
字
化
の
ハ
ー
ド
ル
は
一
層

上
昇
し
て
し
ま
う
可
能
性
が
高
い
。

加
え
て
、
二
〇
一
七
年
や
二
〇
二
〇

年
度
と
い
う
短
中
期
の
視
点
で
な
く
、

長
期
の
視
点
で
、
日
本
財
政
の
持
続
可

能
性
を
考
え
る
場
合
、
二
〇
一
七
年
四

月
の
増
税
を
先
送
り
す
る
時
間
的
な
余

裕
が
な
い
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
。
こ

の
関
係
で
一
つ
の
参
考
と
な
る
の
は
、
財

務
省
の
財
政
制
度
等
審
議
会
財
政
制
度

分
科
会
が
二
〇
一
五
年
十
月
九
日
、
起

草
検
討
委
員
の
提
出
と
い
う
形
で
公
表

し
た
「
我
が
国
の
財
政
に
関
す
る
長
期

推
計
」
で
あ
る
。

同
試
算
は
二
〇
一
四
年
四
月
に
公
表

し
た
長
期
推
計
の
改
訂
版
で
あ
り
、
高

齢
化
で
急
増
す
る
社
会
保
障
費
が
将
来

の
財
政
に
与
え
る
影
響
を
分
析
す
る
た

め
、
い
く
つ
か
の
ケ
ー
ス
に
お
い
て
、
二

〇
六
〇
年
度
ま
で
の
長
期
の
財
政
の
姿

を
展
望
し
、
財
政
安
定
化
（
＝
二
〇
六

〇
年
度
以
降
の
債
務
残
高
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比

の
安
定
化
）
に
必
要
な
Ｐ
Ｂ
の
改
善
幅

を
試
算
し
た
も
の
で
あ
る
。
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経 済

推
計
の
ポ
イ
ン
ト
は
、
い
ず
れ
の
シ

ナ
リ
オ
で
も
、
債
務
残
高
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）

の
発
散
を
抑
制
す
る
た
め
に
は
、
社
会

保
障
の
抜
本
改
革
が
不
可
欠
で
、
試
算

で
は
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
で
二
・
四
六
％
〜
一

一
・
一
二
％
の
収
支
改
善
が
必
要
で
あ

る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
点
で
あ
り
、
以

下
、
簡
単
に
説
明
し
て
お
こ
う
。

ま
ず
、
各
ケ
ー
ス
で
は
、
二
〇
一
七

年
四
月
の
消
費
税
率
引
き
上
げ
は
織
り

込
ん
で
い
る
が
、
こ
の
試
算
で
は
、
社

会
保
障
費
を
中
心
と
す
る
歳
出
改
革
の

努
力
が
弱
く
、
現
行
制
度
を
前
提
と
し

て
、
二
〇
二
〇
年
度
に
国
・
地
方
の
Ｐ

Ｂ
均
衡
が
実
現
で
き
な
い
ケ
ー
ス
（
ケ

ー
ス
①
）
と
、
二
〇
二
〇
年
度
に
Ｐ
Ｂ

均
衡
が
実
現
で
き
て
い
る
ケ
ー
ス
（
ケ
ー

ス
②
）
等
を
扱
っ
て
い
る
。

こ
う
し
た
各
ケ
ー
ス
の
う
ち
、
実
質

Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
が
二
〇
二
四
年
度
以
降

〇
・
四
％
ま
で
低
下
す
る
場
合
、
財
政

安
定
化
に
必
要
な
一
般
政
府
の
Ｐ
Ｂ
改

善
幅
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
は
、
ケ
ー
ス
②
で
は

九
・
七
八
％
（
＝
消
費
税
率
換
算
で
一

九
・
五
％
の
追
加
増
税
に
相
当
）
だ
が
、

ケ
ー
ス
①
で
は
一
一
・
一
二
％
（
＝
同

二
二
・
二
％
の
追
加
増
税
に
相
当
）
と

な
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。

こ
れ
は
、
二
〇
二
〇
年
度
の
Ｐ
Ｂ
均

衡
が
実
現
し
な
い
場
合
、
財
政
安
定
化

に
必
要
な
収
支
改
善
幅
は
消
費
税
率
換

算
で
約
三
％
も
上
昇
し
て
し
ま
う
可
能

性
を
意
味
す
る
。
ま
た
、
急
増
す
る
社

会
保
障
費
を
抑
制
で
き
ず
、
消
費
税
率

引
き
上
げ
で
財
政
再
建
を
行
う
場
合
、

最
終
的
な
消
費
税
率
は
ケ
ー
ス
①
で
約

三
二
％
、
ケ
ー
ス
②
で
二
九
％
に
設
定

す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
を
示
唆
す
る
。

つ
ま
り
、
二
〇
一
六
年
の
日
本
経
済

に
お
い
て
は
、
一
七
年
度
四
月
の
増
税

判
断
が
大
き
な
政
治
的
争
点
と
な
る
が
、

国
・
地
方
の
債
務
残
高
は
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比

で
二
〇
〇
％
を
超
え
て
お
り
、
中
長
期

の
視
点
で
み
た
場
合
、「
二
〇
二
〇
年
度

に
Ｐ
Ｂ
均
衡
を
達
成
し
て
も
、
日
本
財

政
は
非
常
に
厳
し
い
」
と
い
う
現
実
を

直
視
す
る
姿
勢
が
最
も
重
要
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
二
〇
一
七

年
四
月
の
消
費
税
率
一
〇
％
へ
の
引
き

上
げ
に
つ
い
て
、
安
倍
首
相
は
「
リ
ー

マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
の
よ
う
な
こ
と
が
起
こ

ら
な
い
限
り
、（
増
税
を
）
予
定
通
り
行

っ
て
い
く
こ
と
に
変
わ
り
な
い
」
旨
の
発

言
を
し
て
い
る
。
こ
の
発
言
は
、
以
下

三
つ
の
理
由
か
ら
正
し
い
。

第
一
は
、
日
本
財
政
に
残
さ
れ
た
時

間
は
十
五
年
程
度
の
可
能
性
が
高
い
た

め
で
あ
る
。
米
ア
ト
ラ
ン
タ
連
銀
の
ア

ン
ト
ン
・
ブ
ラ
ウ
ン
氏
ら
の
研
究
で
は
、

上
記
の
財
政
の
長
期
推
計
と
は
異
な
る

ア
プ
ロ
ー
チ
に
よ
り
、
財
政
の
持
続
可

能
性
を
分
析
し
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、

「
実
施
シ
ナ
リ
オ
」（
社
会
保
障
費
の
膨

張
を
抑
制
せ
ず
、
消
費
税
率
一
〇
％
を

維
持
す
る
シ
ナ
リ
オ
）
や
「
先
送
り
シ
ナ

リ
オ
」（
同
様
に
、
消
費
税
率
五
％
を
維

持
す
る
シ
ナ
リ
オ
）
と
い
う
前
提
の
下
、

「
政
府
債
務
残
高
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
を
発
散

さ
せ
な
い
た
め
に
、
消
費
税
率
を
一
〇

〇
％
に
上
げ
ざ
る
を
得
な
く
な
る
期
限

を
何
年
ま
で
先
延
ば
し
可
能
か
」
と
い

う
分
析
を
行
っ
て
い
る
。

こ
の
分
析
に
基
づ
く
場
合
、「
実
施
シ

ナ
リ
オ
」
で
は
二
〇
三
二
年
ま
で
持
続

可
能
で
あ
る
が
、「
先
送
り
シ
ナ
リ
オ
」

で
は
二
〇
二
八
年
ま
で
持
続
可
能
で
あ

る
と
の
推
計
結
果
を
導
い
て
い
る
。

こ
こ
で
注
意
が
必
要
な
の
は
、
財
政

を
安
定
化
さ
せ
る
た
め
、
消
費
税
率
を

一
〇
〇
％
に
引
き
上
げ
る
こ
と
は
政
治

的
に
明
ら
か
に
不
可
能
で
あ
る
と
い
う
こ

と
で
あ
る
。
ま
た
、
例
え
ば
消
費
税
率
を

三
〇
％
に
引
き
上
げ
て
、
残
り
の
消
費

税
率
七
〇
％
分
に
相
当
す
る
歳
出
削
減

を
行
う
の
も
政
治
的
に
不
可
能
だ
ろ
う
。

も
っ
と
も
、
現
在
の
消
費
税
率
は

八
％
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
ブ
ラ
ウ
ン

氏
ら
の
研
究
を
利
用
す
る
と
、
追
加
の

改
革
を
行
わ
な
い
限
り
、
二
〇
二
八
年

と
三
二
年
の
中
間
で
あ
る
「
二
〇
三
〇

年
頃
」
を
過
ぎ
る
と
、
も
は
や
財
政
は

持
続
不
可
能
に
陥
る
可
能
性
を
示
唆
す

る
。
つ
ま
り
、
上
記
の
分
析
が
妥
当
な

場
合
、
日
本
財
政
に
残
さ
れ
た
時
間
は

十
五
年
程
度
と
い
う
こ
と
に
な
る
。

第
二
は
、
異
次
元
緩
和
の
限
界
で
あ

る
。
政
府
債
務
残
高
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
が
増

加
し
て
も
、
国
の
債
務
の
利
払
い
費
が

一
〇
兆
円
程
度
で
安
定
し
て
い
る
の
は
、

異
次
元
緩
和
に
よ
り
、
日
銀
が
大
量
の

国
債
を
購
入
し
、
長
期
金
利
が
一
％
を

切
る
低
金
利
の
水
準
に
抑
圧
し
て
い
る

た
め
で
あ
る
。
い
わ
ゆ
る
「
金
融
抑
圧
」

だ
が
、
こ
の
政
策
の
継
続
は
限
界
が
あ

る
。
理
由
は
単
純
で
、
二
〇
一
四
年
十

月
三
十
一
日
の
追
加
緩
和
に
よ
り
、
日

銀
が
長
期
国
債
の
保
有
残
高
が
年
間
約

八
〇
兆
円
に
相
当
す
る
ペ
ー
ス
で
増
加

す
る
よ
う
に
国
債
の
買
い
入
れ
を
継
続

す
る
と
、
近
い
将
来
、
市
場
で
取
引
さ

れ
る
国
債
は
底
を
突
く
た
め
で
あ
る
。

大
雑
把
だ
が
、
財
政
赤
字
（
新
規
の

国
債
発
行
額
）
が
約
三
〇
兆
円
と
す
る

場
合
、
日
銀
が
異
次
元
緩
和
で
市
場
か

ら
ネ
ッ
ト
で
毎
年
約
八
〇
兆
円
の
国
債

を
買
い
入
れ
る
と
、
金
融
機
関
が
保
有
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す
る
国
債
の
う
ち
五
〇
兆
円
を
日
銀
が

吸
収
し
て
し
ま
う
。

二
〇
一
五
年
時
点
で
国
債
発
行
残
高

は
約
八
〇
〇
兆
円
で
、
既
に
日
銀
は
約

三
〇
〇
兆
円
の
国
債
を
保
有
し
て
お
り
、

単
純
な
計
算
で
約
十
年
間
﹇（
八
〇
〇
―

三
〇
〇
）
兆
円
÷
五
〇
兆
円
﹈
で
日
銀

は
全
て
の
国
債
を
保
有
し
、
国
債
市
場

が
干
上
が
っ
て
し
ま
う
。
厳
密
に
は
、

銀
行
や
保
険
・
年
金
基
金
等
は
資
金
運

用
の
た
め
に
一
定
の
国
債
を
保
有
す
る

必
要
が
あ
る
た
め
、
筆
者
の
推
計
で
は
、

二
〇
一
七
年
頃
に
異
次
元
緩
和
は
限
界

に
達
す
る
可
能
性
が
あ
る
。

第
三
は
、
日
本
経
済
の
実
力
で
あ
る

潜
在
成
長
率
（
実
質
成
長
率
）
の
評
価
で

あ
る
。
内
閣
府
は
二
〇
一
五
年
十
一
月

十
六
日
に
四
半
期
別
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
一
次
速

報
を
公
表
し
た
。
こ
れ
に
よ
る
と
、
二
〇

一
五
年
七
〜
九
月
期
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成

長
率
は
前
期
比
〇
・
二
％
減
で
、
二
期

連
続
の
マ
イ
ナ
ス
成
長
と
な
る
こ
と
が
確

認
さ
れ
た
。
二
期
連
続
で
マ
イ
ナ
ス
成

長
に
陥
っ
た
こ
と
は
注
意
が
必
要
だ
が
、

急
速
に
進
む
人
口
減
少
の
影
響
も
あ
り
、

元
々
、
潜
在
成
長
率
が
ほ
ぼ
ゼ
ロ
で
あ

る
こ
と
か
ら
、「
マ
イ
ナ
ス
成
長
＝
不
況
」

と
は
限
ら
な
い
か
ら
で
あ
る
。

内
閣
府
の
推
計
に
よ
る
と
、
一
九
八

〇
年
代
の
潜
在
成
長
率
は
四
・
四
％
、

九
〇
年
代
は
一
・
六
％
で
あ
っ
た
が
、

現
在
ま
で
低
下
傾
向
に
あ
り
、
二
〇
一

三
年
以
降
の
潜
在
成
長
率
は
〇
・
五
％

〜
〇
・
八
％
で
あ
る
。
二
〇
一
五
年
一

〜
三
月
期
で
は
〇
・
六
％
と
の
推
計
で

あ
っ
た
が
、
二
〇
一
五
年
四
〜
六
月
期

は
〇
・
五
％
に
下
方
改
定
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
は
足
元
の
潜
在
成
長
率
だ
が
、

生
産
性
が
上
昇
し
な
い
場
合
、
中
長
期

の
視
点
で
見
る
と
、
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長

率
は
恒
常
的
に
マ
イ
ナ
ス
に
陥
る
可
能

性
が
あ
る
。
実
際
、
五
十
年
後
の
日
本

経
済
を
展
望
す
る
、
政
府
の
「
選
択
す

る
未
来
」
委
員
会
の
最
終
報
告
書
（
二

〇
一
四
年
十
一
月
公
表
）
は
、
人
口
減

を
放
置
し
、
生
産
性
も
低
迷
し
た
場
合
、

二
〇
四
〇
年
以
降
、
年
平
均
で
マ
イ
ナ

ス
〇
・
一
％
程
度
の
低
成
長
に
陥
る
と

の
試
算
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。

つ
ま
り
、
潜
在
成
長
率
が
ほ
ぼ
ゼ
ロ

で
あ
る
現
状
で
は
、
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長

率
が
マ
イ
ナ
ス
だ
か
ら
と
言
っ
て
、
直

ち
に
不
況
と
判
断
す
る
の
は
早
計
で
あ

り
、
各
種
の
経
済
指
標
を
総
合
的
か
つ

冷
静
に
見
て
判
断
す
る
必
要
が
あ
る
。

な
お
最
後
に
、
二
〇
一
四
年
四
月
の

増
税
（
消
費
税
率
五
％→

八
％
）
の
評

価
を
簡
単
に
触
れ
て
お
こ
う
。
上
記
の

四
半
期
別
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
一
次
速
報
の
数

値
の
み
で
評
価
を
行
う
と
、
二
〇
一

七
年
四
月
の
消
費
税
率
一
〇
％
へ
の

引
き
上
げ
は
極
め
て
困
難
な
状
況
に

陥
り
つ
つ
あ
る
よ
う
に
も
見
え
る
が
、

そ
う
と
は
限
ら
な
い
。

消
費
増
税
は
、
直
近
（
二
〇
一
四

年
四
月
）
の
増
税
を
含
め
、
一
九
八

九
年
の
消
費
税
導
入（
〇
％→

三
％
）、

九
七
年
の
増
税
（
三
％→

五
％
）
の

三
回
あ
る
が
、
増
税
の
影
響
を
成
長

率
と
の
関
係
で
評
価
す
る
場
合
、
そ

れ
は
ト
レ
ン
ド
成
長
率
（
＝
潜
在
成

長
率
）
と
の
比
較
で
分
析
す
る
必
要

が
あ
る
。
つ
ま
り
、
消
費
増
税
に
伴

う
成
長
率
へ
の
影
響
の
大
き
さ
は
、

「
実
質
成
長
率
―
ト
レ
ン
ド
成
長
率
」

と
定
義
し
て
評
価
す
る
の
が
正
し
い
。

こ
の
た
め
、
上
述
の
潜
在
成
長
率
（
八

〇
年
代
＝
四
・
四
％
、
九
〇
年
代
＝

一
・
六
％
、
直
近
＝
〇
・
五
％
）
や
内

閣
府
の
デ
ー
タ
等
を
利
用
し
、「
実
質
成

長
率
―
ト
レ
ン
ド
成
長
率
」
を
試
算
し

た
も
の
が
以
下
の
図
表
で
あ
る
。

図
表
か
ら
、
増
税
期
（
四
〜
六
月
期
）

の
実
質
成
長
率
の
屈
折
幅
は
「
八
九
年

（
二
・
四
％
減
）

二
〇
一
四
年
（
二
％

減
）

九
七
年
（
一
・
四
％
減
）」
で
、

増
税
期
の
影
響
は
九
七
年
ケ
ー
ス
よ
り

＞

＞

も
大
き
い
が
、
八
九
年
ケ
ー
ス
よ
り
も

若
干
小
さ
い
こ
と
が
読
み
取
れ
る
。

も
っ
と
も
、
図
表
の
グ
ラ
フ
か
ら
、
増

税
五
期
後
（
二
〇
一
五
年
七
〜
九
月
期
）

の
足
元
に
お
い
て
、「
実
質
成
長
率
―
ト

レ
ン
ド
成
長
率
」
が
マ
イ
ナ
ス
で
あ
る

た
め
、
今
後
の
景
気
動
向
に
注
意
を
払

い
、
二
〇
一
七
年
四
月
の
消
費
税
率
一

〇
％
へ
の
引
き
上
げ
が
予
定
通
り
に
実

施
可
能
か
否
か
、
冷
静
な
判
断
が
必
要

で
あ
る
こ
と
は
確
か
で
あ
る
。

だ
が
、
上
記
で
言
及
し
た
財
政
や
異

3.0％

2.0％

1.0％

0.0％

－1.0％

－2.0％

－3.0％

5期
前

4期
前

3期
前

2期
前

1期
前

増
税
期

1期
後

2期
後

3期
後

4期
後

5期
後

－ 89年

－ 97年

－ 2014年

（出所）筆者作成

図表：増税前後における「実質成長率―トレンド成長率」の推移
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次
元
緩
和
の
限
界
を
考
慮
す
る
と
、
安

倍
首
相
の
発
言
の
通
り
、
リ
ー
マ
ン
・

シ
ョ
ッ
ク
の
よ
う
な
こ
と
が
起
こ
ら
な
い

限
り
、
二
〇
一
七
年
四
月
の
増
税
を
予

定
通
り
実
施
す
る
必
要
が
あ
る
。
つ
ま

り
、
安
倍
首
相
の
発
言
は
正
し
い
。

問
題
は
、
二
〇
一
六
年
夏
に
控
え
て

い
る
参
院
選
に
向
け
た
政
治
力
学
で
あ

る
。
こ
の
点
で
留
意
が
必
要
な
の
は
、

通
常
国
会
の
召
集
日
が
、（
一
九
九
二
年

以
降
で
最
も
早
い
日
と
な
っ
た
）「
二
〇

一
六
年
一
月
四
日
」
で
あ
る
と
い
う
点

で
あ
る
。
こ
の
場
合
、
通
常
国
会
の
会

期
末
は
同
年
六
月
一
日
だ
が
、
公
職
選

挙
法
と
の
関
係
で
、
七
月
二
十
五
日
に

任
期
満
了
と
な
る
参
議
院
の
選
挙
日
程

も
考
慮
す
る
と
、
安
倍
首
相
が
会
期
末

（
六
月
一
日
）
に
解
散
に
踏
み
切
れ
ば
、

七
月
十
日
投
開
票
と
い
う
形
で
「
衆
参

ダ
ブ
ル
選
挙
」
と
な
る
シ
ナ
リ
オ
も
可
能

性
が
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
可
能
性
が
あ
る
中
で
記

憶
に
残
る
の
は
、
二
〇
一
四
年
十
一
月

十
八
日
に
突
如
、
安
倍
首
相
が
衆
議
院

の
解
散
総
選
挙
に
踏
み
切
っ
た
姿
で
あ

る
。
安
倍
首
相
は
、
経
済
成
長
の
下
振

れ
懸
念
が
強
ま
っ
た
と
判
断
し
、
二
〇

一
五
年
十
月
に
予
定
し
て
い
た
消
費
税

率
一
〇
％
へ
の
引
き
上
げ
を
一
年
半
延

期
す
る
是
非
を
問
う
た
め
の
衆
議
院
の

解
散
を
正
式
表
明
し
た
。
そ
の
直
後
、

筆
者
は
『
財
政
危
機
の
深
層
増
税
・
年

金
・
赤
字
国
債
を
問
う
』（
Ｎ
Ｈ
Ｋ
出
版

新
書
、
二
〇
一
四
年
）
と
い
う
新
書
を

緊
急
出
版
し
た
。
以
下
は
、
拙
著
か
ら

の
引
用
で
あ
り
、
私
が
い
ま
の
財
政
の

現
状
か
ら
受
け
る
イ
メ
ー
ジ
で
あ
る
。

き
、
沈
没
す
る
可
能
性
が
あ
る
こ

く
。
し
か
し
甲
板
で
は
、
船
が
傾

い
る
。
徐
々
に
浸
水
し
、
沈
み
ゆ

底
は
氷
山
に
衝
突
し
て
傷
つ
い
て

が
あ
る
。
超
大
型
豪
華
客
船
の
船

〈『
タ
イ
タ
ニ
ッ
ク
』
と
い
う
映
画

前
回
の
増
税
延
期
は
既
に
行
っ
て
し

ま
っ
た
が
、
こ
れ
以
上
の
増
税
延
期
は

日
本
財
政
の
先
行
き
に
大
き
な
禍
根
を

残
す
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
。
リ
ー
マ

ン
・
シ
ョ
ッ
ク
や
東
日
本
大
震
災
の
よ

う
な
異
常
事
態
が
起
こ
ら
な
い
限
り
、

再
増
税
を
延
期
す
る
こ
と
は
賢
明
な
選

択
で
は
な
い
。

な
お
、
究
極
的
に
突
き
詰
め
れ
ば
財

政
再
建
に
は
三
つ
の
手
法
し
か
な
い
。

つ
ま
り
、「
増
税
」「
歳
出
削
減
」「
経
済

成
長
」
の
三
つ
で
あ
る
。
こ
の
中
で
、
痛

み
を
伴
わ
な
い
の
は
経
済
成
長
に
よ
る
財

政
再
建
で
あ
る
。
た
だ
し
、
国
民
所
得

を
拡
大
す
る
た
め
に
経
済
成
長
は
重
要

で
あ
る
が
、
経
済
成
長
に
頼
る
財
政
再

建
は
ギ
ャ
ン
ブ
ル
で
あ
り
、
上
述
の
第

三
の
理
由
の
通
り
、
人
口
減
を
放
置
し
、

生
産
性
も
低
迷
す
る
ケ
ー
ス
で
は
、
中

長
期
的
に
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
マ
イ

と
を
わ
か
っ
て
い
な
が
ら
、「
損

傷
は
小
さ
く
、
こ
の
客
船
が
沈
む

は
ず
が
な
い
」
と
い
う
甘
い
認
識

が
あ
る
の
か
、
何
事
も
な
い
ふ
り

を
し
て
楽
団
が
音
楽
を
奏
で
続
け

て
い
る

―
。
い
ま
の
日
本
財
政

の
状
況
を
見
て
い
る
と
、
こ
の
シ

ー
ン
を
思
い
出
さ
ず
に
は
い
ら
れ

な
い
。〉

ナ
ス
に
陥
る
可
能
性
も
あ
る
。

そ
う
す
る
と
、
財
政
を
再
建
す
る
に

は
、
増
税
や
歳
出
削
減
を
進
め
る
し
か

な
い
。
つ
ま
り
、
再
増
税
を
巡
る
対
立

の
本
質
は
「
実
施
vs
延
期
」
で
は
な

く
、
本
当
の
対
立
軸
は
「
い
ま
の
痛
み

か
vs
近
い
将
来
の
よ
り
大
き
な
痛
み

か
」
と
い
う
選
択
と
い
う
こ
と
に
な
る
。

歳
出
削
減
の
中
心
が
社
会
保
障
の
抜

本
改
革
と
な
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な

い
が
、
二
〇
一
六
年
に
控
え
て
い
る
国

政
選
挙
は
、
我
々
国
民
が
一
票
を
行
使

し
、
国
の
方
向
性
を
決
め
る
時
で
あ
る

こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
も
は
や
我
々

に
残
さ
れ
た
時
間
は
少
な
い
の
で
あ
り
、

二
〇
一
六
年
と
い
う
年
は
、
消
費
増
税

の
判
断
を
含
め
、
日
本
経
済
の
将
来
を

決
定
づ
け
る
重
要
な
分
岐
点
と
な
る
。

二
〇
一
六
年
八
月
十
九
日
に
は
選
挙

権
年
齢
を
一
八
歳
以
上
に
す
る
改
正
公

選
法
が
施
行
さ
れ
る
が
、
一
七
歳
以
下

の
世
代
は
依
然
と
し
て
選
挙
権
は
も
て

な
い
。
そ
の
意
味
で
も
、
新
た
に
選
挙

権
を
手
に
し
た
若
い
世
代
と
と
も
に
、

将
来
世
代
や
よ
り
若
い
世
代
の
利
益
も

含
め
、
一
票
を
行
使
す
る
責
任
や
覚
悟

が
望
ま
れ
る
。
二
〇
一
六
年
は
全
て
の

有
権
者
が
そ
の
責
任
や
覚
悟
が
問
わ
れ

る
年
と
な
る
は
ず
で
あ
る
。
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